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［研究概要］ 

本研究は，重要な新エネルギーとして期待される地熱資源の利用促進のために，低コスト

で効率的な探査手法の開発を目指したものである。具体的には，衛星リモートセンシング解

析による断層地形の抽出と熱水変質鉱物の分布推定により地熱兆候地を検出し，地表での

ラドン探査による地熱流体上昇の検証によって開発有望地域の絞り込みを行う。これらは

大規模なボーリング調査を必要せず概要調査の段階で実施できる内容であることから，低

コストかつ周辺環境への影響が小さいことがメリットとなる。本手法は，小池克明 教授（京

都大学）をプロジェクトリーダーとして実施された SATREPS 採択課題『インドネシアにお

ける地熱発電の大幅促進を目指した蒸気スポット検出と持続的資源利用の技術開発（2015 

- 2019 年度）』において有効性が確認されたものである。その成果を整理・最適化し国内地

熱サイトへ適用することを予定している。 

 

［成果報告］ 

採択に至らなかった令和二年度の科研費申請においては，特に「研究遂行能力」に関する

項目が低い評価を受けた。そのため，本助成金を利用し研究に必要となる地熱流体シミュレ

ーションソフト「PetraSim」などの解析ソフトウェアの導入や関連成果の学会発表を行っ

た。昨年度の科研費申請時期が早まったこともあり，申請時に予定していた国際誌への論文

投稿は達成できなかったが，幸いにも 2022 年度若手研究の採択が決定した。採択決定後に

は引き続き学会発表や，必要となる備品類の購入などに助成金を使用し，科研費研究の開始

前に研究実施環境を整えることができた。 

昨年度の研究成果としては，インドネシアで実施されていた地熱資源探査に関する内容

をさらに発展させ，衛星リモートセンシング解析によって推定された植生異常の分布とラ

ドン探査・地球化学的調査データの統合により，地熱資源の開発有望性を示すポテンシャル

マップを作成した。本手法は，2022 年度からの科研費課題においても主要な要素となる。

このポテンシャルマップと，別の研究プロジェクトで実施されている現地でのボーリング

調査結果を比較することで，その妥当性を検証し，地熱資源探査における本手法の有効性を

示すことが可能となる。本年度以降も科研費研究と並行して解析を進め，相互に成果を補完

しあうことで，より一層の技術的な発展と，最終的な社会実装を目指して研究を実施してい

く所存である。 

 


